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本人、配偶者、四親等内の親族、
市町村長  等

成年後見制度には次のような種類があります 手続きから支援開始までの流れ
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申
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て 審

判

家庭裁判所で
本人の状況の調査や、
問合せなどを行います。

必要に応じ家事審判官（裁判官）が
直接事情を尋ねます。

審判手続き

終了
申立て準備

審　問

家庭裁判所調査官が事情を尋ねたり、
問合せたりします。

調　査
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が
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り
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す

いざという時のために
知って安心の成年後見制度
成年後見制度とは、認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力が十分でない方が、
自分らしく安心して暮らせるように、本人の権利や財産を守り、本人の意思を尊重した生活
ができるよう支援するための制度です。

成年後見制度は、２つの制度から成り立っています。
すでに判断能力が十分でない方を保護、支援する制度です。
利用するためには、家庭裁判所に審判の申立てをします。

現在は判断能力がある方が、将来判断能力が低下した場合に備えて
「誰に」「どのような支援をしてもらうか」をあらかじめ契約により
決めておく制度です。

成年後見人等には、どのような人が選ばれますか？

申立てができる方

　本人の判断能力に応じて、「後見」「保
佐」「補助」の3つの制度があります。
　家庭裁判所によって選ばれた成年後
見人等（成年後見人、保佐人、補助人）
が本人の利益を考えながら、本人を代
理して契約などの法律行為をしたり、本
人が法律行為をするときに同意を与え
たり、本人に不利益を与える法律行為
を後から取り消したりすることによっ
て、本人を保護・支援します。

　判断能力が不十分になったときに備えて、本人が
あらかじめ結んでおいた任意後見契約に従って任
意後見人が支援する制度です。
　公正証書で契約し、家庭裁判所が任意後見監督
人を選任したときから、その契約の効力が生じます。

●申立書
●診断書（成年後見用）
●申立人や本人の
戸籍謄本
●申立手数料
●登記手数料
●連絡用の郵便切手
●鑑定料 など

○本人の判断能力、生活状況、
経済状況を把握。

○申立ての目的、後見事務
の内容を整理。

詳しくは、家庭裁判所に用意されて
いる一覧表などでご確認ください。

必要に応じて本人の
判断能力について
鑑定を行うことが
あります。
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成年後見
登記制度

後見開始の審判が
されたときや公正証書が
作成されたときに
登記します。

家庭裁判所

申
立
て

本人の判断能力が
不十分になった時
任意後見監督人
選任の申立てをします。
※費用は、家庭裁判所に用意されている
一覧表などでご確認ください。

法定後見制度

任意後見制度

4ヶ月以内
※事情によります。

　家庭裁判所が、最も適任だと思われる方を選任します。本人が必要とする
支援の内容によっては、申立ての際に挙げられた候補者以外の方（弁護士、
司法書士、社会福祉士、税理士等の専門職や、法律又は福祉に関わる法人な
ど）を選任することがあります。
　また、本人に一定額以上の財産がある場合には、専門職を成年後見人に選
任したり、後見制度支援信託を活用したりすることが一般的になっています。

判断能力
の低下

申立てに必要な書類・費用

○本人の死亡
○後見開始の審判が
取り消された時

本人の収入や財産の状況、
後見人等の仕事の内容に
よって、家庭裁判所が決定し、
本人の財産から支払われます。

選任後の
成年後見人等の報酬

○本人や任意後見人の死亡
○契約の解除
　（正当な事由と家庭裁判所の許可が必要）

○任意後見人の解任
○法定後見の開始

【任意後見人の報酬】
契約時の報酬額が本人の
財産から支払われます。

【任意後見監督人の報酬】
家庭裁判所が本人の資産状況
を考慮のうえ決定し、本人の
財産から支払われます。

選任後の費用

日常生活に関する行為を除く、
すべての法律行為を本人に代わ
って行ったり、必要に応じて取り
消したりします。

成年後見人

法律上定められた重要な法律行
為（P.5参照）に同意したり、取り
消したりします。また、申立時に
選んだ特定の法律行為を本人に
代わって行います。

保佐人

申立時に選んだ特定の法律行為
について同意したり、取り消した
り、本人に代わって行ったりします。

補助人

任意後見契約であらかじめ定め
ておいた財産管理や法律行為を
本人に代わって行います。（任意
後見監督人の監督を受けます）

任意後見人
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